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第１節 大学でのキャリア教育の変化

～就職対策から学びへの動機づけへ～

（２）キャリア教育への認知の拡大 

 

「キャリア教育」という言葉への関心が

高まったのは、中央教育審議会の答申「初

等中等教育と高等教育の接続の改善につい

て」（平成 11 年 12 月）が出されてからだろ

う。当時、景気後退に伴う就職氷河期の最

中であり、企業が大学卒業者を対象とした

採用活動を厳格化、長期化するようになる

と、大学卒業時に就職を果たすことができ

ない学生が現れ、フリーターやいわゆる「ニ

ート」（働いておらず、教育も訓練も受けて

いない者）が増加していくことが社会問題

化していた。こうした現象は、一部では、

正社員として仕事に従事しない勤労スタイ

ルの台頭と相まって、就職活動に取り組む

ことへのモチベーションを維持できず、

早々に活動をあきらめてしまう学生が現れ

てしまうことも大学では問題視されるよう

になっていった。就職率や就職先（内定を

獲得した企業）という就職実績は、学生な

ど学外からの大学評価の一つの観点となり、

学生を就職の実現まで導く手厚いケアは、 

 
（１）キャリア教育の変化 

 
大学でのキャリア教育の取り組みも定着

してきた。従来、企業からの求人の問い合

わせを取り次ぎ、学生に求人情報を提供す

る、という就職支援から随分様変わりし、

自己分析から業界研究、職業研究、エント

リーシートの書き方まで、就職指導の要素

が増加している。最近は、さらに学生のエ

ンプロイアビリティを高めるために、一層、

就業への意欲の喚起やコミュニケーション

力や論理的思考力など社会に出てから求め

られる力（経済産業省では社会人基礎力を

提唱した。）の習得に取り組むなど、単に就

職対策にとどまらず、一つの教育として捉

える動きが広まっている。そのため、キャ

リア教育の取り組みは、入学直後から始ま

るなど前倒しされたり、学士課程教育との

連携の模索が行われるようになっている。 

  

 ８－１ キャリアセンターの指導の流れ  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

年次 実施項目 指導内容

キャリアガイダンスの実施 キャリア開発に役立つ教育プログラムの紹介など

データリサーチ キャリア開発シート・ガイダンスアンケート・各種能力測定テストなどの実施

カウンセリング データリサーチに基づいた全員カウンセリングの実施。

キャリアガイダンスの実施 当該年度の就職講座（インターンシップを含む）などの紹介

公務員・教員などの希望進路別の対策講座の紹介

データリサーチ キャリア開発シート・ガイダンスアンケート・各種能力測定テストなどの実施

就職ガイダンスの実施 １年間の就職指導日程の詳細の説明

受講・取得できる職業講座の紹介

就職活動の取り組み方法の説明

実践的な就職指導 「自己分析・自己理解」の促進

ＯＢＯＧ訪問・企業訪問のガイダンス

エントリーシート対策

筆記試験・面接試験対策　など

〔注〕日本私立大学協会 就職委員会編『ゆたかな未来を求めて－就職指導要領－（平成13年度改訂版）』、
      2001年より一部抜粋

１
年
次

２
年
次

３
～

卒
業
年
次
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第 8 章 キャリア教育の実践から見た解決課題 

大学評価や学生の満足度の向上につながり、

ひいては学生募集力に影響すると捉えられ

るようになった。 

但し、こうした背景の中、キャリア教育

への関心は高まっていったが、本当に大学

がキャリア教育を行わなければいけないの

かということへの理解の浸透には時間がか

かったように見られる。これが、大学の中

に一気に入っていくきっかけになったもの

の 1 つとして、文部科学省が平成 18 年に現

代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代

GP）にて「実践的総合キャリア教育の推進」

をテーマに盛り込んだことが挙げられるだ

ろう。それまでも「若者自立・挑戦プラン」

やキャリアデザイン学部（法政大学）など

キャリアデザインを掲げた学部や学科が登

場し、キャリア教育を大学教育で扱おうと

する動きが一部に見られるようになってい

たが、これを現代の大学教育が抱える教育

的課題として掲げ、インセンティブ予算が

つけられたことは、より多くの大学の関心

を引くのに難しくはなかった。また、採択

の条件として、実践的であり大学が組織的

に取り組むことが求められたため、学内で

もより多くの教職員が関わることになって

いった。 

＊現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代

GP）は、平成 20 年より質の高い大学教育推進

プログラム（教育 GP）に引き継がれている。 

 

（３）キャリア教育の領域の拡大 

 

大学生の就職難をきっかけとして広がっ

た大学でのキャリア教育も、景気回復によ

る就職環境の改善に伴い、就職を重視した

ものから更に変化が見られる。エンプロイ

アビリティを高めるために入学直後からの

キャリア教育に取り組まれるようになって

いったが、さらに、大学での勉学への動機

づけを支援するものへとキャリア教育の領

域が拡大している。広島修道大学や國學院

大学の取り組みは、こうした変化を示す事

例と言えるだろう。 

広島修道大学では、学生の質を保証する

システムとして「修道スタンダード」を

2007 年度の入学生から導入し、キャリア教

育もこれに組み込まれている。ファースト

イヤーセミナー（いわゆる初年次教育）に

よって、学生がスムーズに大学教育に移行

できるように支援した後、大学での学びが

自分のキャリアデザインにどう結びついて

いくのかを教えている。キャリア教育が大

学での学びを補完するものではなく、一体

となり体系的に取り組ませようとする変化

の事例と言えよう。 

國學院大学では、各学生の履修状況や成

績などの教育調査データを把握し、学生の

状況を踏まえた学修支援に取り組んでいる。

データを活用することにより、キャリアサ

ポート課だけでなく教員や教務課、学生課

まで一体となった支援が検討できるように

なり、キャリア教育が就職対策にとどまら

ず、大学生活の充実に軸足を置きながら総

合的な取り組みへと発展している事例と言

えよう。 

これらの大学の事例を見てもわかるよう

に、キャリア教育の関心は入学直後からの

大学での勉学への動機づけを図り、充実し

た学生生活を送らせ、その先に満足できる

就職支援があるというように拡大している

ようである。入学直後から「なぜ働くか」

の前に「なぜ大学で学ぶのか、何を学ぶの

か」という問いかけを行い、その結果、各
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学生が抱く目的にあったプログラムやサー

ビスを卒業まで総合的に提供していくエン

ロールメント・マネジメントへと発展して

いる。 

ルを保証する」ために、学部を超えて統一

してつくられたシステムが、「修道スタンダ

ード」である。それまで学部ごとにばらば

らに取り組んでいたものを、学長室が強力

なリーダーシップをとって 2 年間の検討を

経て全学的に統一したという。この中にキ

ャリア教育の要素がしっかりと組み込まれ

ている。 

いずれにせよ、この変化は就職課がキャ

リアセンターとなって 1・2 年生からの支援

が可能となったことに加え、大学が組織的

に取り組むという経験を積み上げてきたこ

とによって実現しつつある姿と考えられる。 1 年次前期の履修必修科目「ファースト

イヤー・セミナーⅠ」は、「大学での学び方」

を学ぶ全 15 コマ（2 単位）の科目であり、

そのうち自己理解の授業を 1 コマ、将来の

職業を考えさせる授業を 1 コマの計 2 コマ

についてキャリアセンターの職員全員が授

業を行い、成績評価にもかかわっていると

いう。小川氏は次のように経緯を説明する。

「講義内容を統一するために『教案』をつ

くり、勉強会を重ね、キャリアセンター職

員全員ができるようにしています。我々は

就職ガイダンスを頻繁にやっていますので、

話をすることに違和感はありませんでした

が、当初は一部教員から、職員が正課教育

の講義を担当することに異論もありました 

 

 

 

 

【事例研究１】 

広島修道大学「学内連携」 

広島修道大学では、学生の質的レベルを

保証するシステムとして全学的に統一した

「修道スタンダード（12 単位以上）」を 2007
年度入学生より導入し、その中にキャリア

教育を組み込んでいる。そのプロセスにつ

いて小川健次キャリアセンター長にお話を

うかがった。 

 

キャリアセンター全職員が２コマの授業を行う 

「広島修道大学卒業生としての質的レベ 

  

  

  
修道スタンダード科目の概要（全６科目、卒業に必要な単位数は 12 単位以上） 

 ①ファー  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ストイヤー・セミナーⅠ ④情報処理入門
1年次前期に配当する2単位の履修必修科目。大
学の「使い方」を知り、学びの目標・姿勢を身につ
け、講義の聞き方・本の読み方・レポートの書き方な
どの「学びのスキル」を修得する。

1年次前期に配当する2単位の必修科目。Excel3級
およびWord3級の資格が取得できる内容とし、検定
料は大学が負担してその能力水準を単位認定の条
件とする。

②ファーストイヤー・セミナーⅡ ⑤キャリア形成支援
1年次後期に配当する2単位の履修必修科目。各
学部・学科への導入教育を中心とし、それに加え、
学生生活の課題や社会人としてのマナー、留学をは
じめ、広く人間教育に至るまでを学ぶ。

2年次配当の履修必修科目。高い目標意識を持
ち、的確な進路設計や職業選択ができる能力を磨
き、職業人として社会生活を送っていく上で必要な、
基本知識や社会常識、ビジネスマナーを学ぶ。

③英語 ⑥広島学
1,2年次配当の計6単位の必修科目。学習効果を
高めるために、入学後に実施する英語プレイスメント
テストの成績によりクラス編成する。なお、e-learning
英語Ⅱは受験料を大学が負担してTOEICの受験を
義務付け、そのスコアと関連させて科目の成績評価
を行う。

2,3,4年次配当の選択科目。学部ごとに講義と実地
観察を組み合わせ、広島県の特定テーマについて
語れる人材を養成する。
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第 8 章 キャリア教育の実践から見た解決課題 

ので、議論に議論を重ね･･･。また、学習支

援センターが職員向けに授業の仕方などの

研修を行い、その経過を教員に見せること

により、徐々に認めていただけるようにな

ったというわけです。自分たちで 90 分間授

業をして初めて、学生を集中させることの

難しさも、教室等の環境改善の重要性もわ

かるようになり、教員の苦労も実感できる

ようになりました。」また、学生からの授業

評価も受けるという。「『こんな当たり前の

授業はいらない』という声もありますが、

80％以上の学生からは『このような授業が

あってよかった』という評価を得ていま

す。」（小川氏） 

 

「大学の学びが将来にどう結びつくのか」を専

任教員が語る 

2 年生向けには「キャリア形成支援」と

いう全 15 コマ（2 単位）の履修必修科目が

ある。キャリアセンターが運営をし、2 年

生を 6 クラスに分け（1 クラス 200～300
人）、学生の授業サポーターを入れ、座席指

定をし、1列あけるなどの工夫をしながら、

大人数であってもワークを取り入れ、参加

型の授業となるようにしているという。授

業の多くはキャリア教育ができる非常勤講

師が担当するが、各クラスには他の専門分

野を持った専任教員が責任者となり、講義

を 3 コマ担当する。この内容について、小

川氏はこう語る。「自分の学部・学科で学ん

でいる授業がどのように社会で役に立つの

か、について疑問や不安を持つ学生がたく

さんいます。そこで、専任教員自らが、各

履修生が属する学部学科の教育内容と将来

像の関連について講義をします。ここは非

常勤講師ではできない部分なのです。大変

難しい部分ですが、何度も会議を重ね、内

容をつくってくれています。学生は、自分

の学部・学科と職業を結び付けたいわけで

す。でも、社会の基礎を学んでいるのです

から、矛盾がありますよね。ここをどうつ

なげていくか…教員と一緒に取り組んでい

ます。2008 年度からの授業なので、学生の

評価はこれからです。」 

 

卒業生の体験談も緻密に計算して依頼 

先ほど紹介した「キャリア形成支援」科

目の中には、卒業生が話をするコマもある。

その際、話し手に内容を任せるのではなく、

どういう話をしてほしいのかをキャリアセ

ンター側で具体的にし、緻密な依頼をして

いる。「卒業生には『社会人となって仕事を

している自分にとって大学生活のどういう

ことが重要だったのか』を中心に話しても

らうよう、かなり細かく依頼しています。

また、学生が興味を持ちやすい 30～40 代の

ある程度メジャーな企業に就職して、ある

程度仕事の経験を積んでいる卒業生を人選

しています。ベテランの人事部長が学生に

とってわかりやすい話をするとは限りませ

んので。」（小川氏） 

同様に、保護者の会である後援会とコラ

ボレーションしている教育懇談会でも、内

定を獲得した 4 年生に話をしてもらう企画

を行っており、その際の依頼も緻密である。

「『自分は就職活動のときにどんな気持ち

だったのか、そして親がどのように関わっ

てくれたのか』を、気持ちを込めて話すよ

う依頼するのです。しっかり人選して内容

もつめて。そうすると初めて保護者は学生

の気持ちがわかるし、親としてどうしたら

いいかをいろいろ考えるようになります。
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この企画はとても満足度が高いですね。こ

のような企画もすべて我々が考えています。

誰に何をどのように話させるのか、聴き手

にどうアプローチすればいいのか、それを

どう具現化するのかをじっくり考えます。」

（小川氏） 

 

スムーズな連携には日頃の努力としくみづくり

が不可欠 

以上のようなことは、実際に具現化しよ

うと思うと、他部門（特に、教員）との様々

な連携が必要であり、また、高い企画力と

意欲を持った職員が必要となる。このため

に、いったいどのような努力をしているの

だろうか。小川氏はこう語る。「全教員向け

（約 170 人）に月に 1 回、キャリアセンタ

ーの活動内容をメールで流し、我々がどの

ようなことを行っているかを知っていただ

き、協力を仰いでいます。また、『就職フォ

ーラム』を年に一度行い、教員と企業の人

事担当者が情報交換するような場をつくっ

たりもしています。学生に日々接するのは

教員なので。実際、ゼミ所属の学生とそう

でない学生では、就職状況が違うのです。

『就職どうや？』と声をかけてくれる存在

が大事なのです。また、このようなイベン

トに参加することが教員のメリットになる

ような配慮もしています。」（小川氏） 

キャリアセンター職員には CDA（キャリ

ア・デベロップメント・アドバイザー）資

格を取得させ、様々な外部企業から情報や

アイディアをもらいながら、職場内ミーテ

ィングを週 1 回定期的にじっくり行ってい

る。「様々な大学でキャリアセンターのトッ

プを外部から採用する、ということが行わ

れているようですが、本学はそうではあり

ません。企業経験は重要ですが、大学がわ

からない、授業がわからないというのでは

連携をとるのにデメリットもありますよね。

また、学生が窓口にきたら職員がどのよう

に仕事しているのかが見えるわけです。だ

から『我々がイキイキ働いていないと学生

たちの将来を応援することはできない。だ

から楽しく明るく仕事をしよう！』と口す

っぱく言っているし、我々のマナーも大事

だと思っています。自分の子供や親戚を本

学に入れている教職員も多いですよ、私も

含めて。大学の内部にいる人間がそう思え

ることがとても大事だと思っています。」

（小川氏） 

 

 

 

 

【事例研究２】 

 國學院大学「教務からの学生支援」 

キャリアセンター以外の部署は「学生の

キャリア形成支援」をどのように行ってい

るのだろうか。中退や卒業延期なども学生

のキャリア形成に大きな影響を及ぼすこと

に早くから着目し、様々な改革を重ねて

2007年度に学生支援GPを取得した教学事

務部教務課課長補佐の仙北谷穂高氏にその

プロセスをうかがった。 

 

「単位の質を見える形に」するための GPA 

「学生の質が変わってきた」という共通

認識を教職員が持ち始めたのは 1990 年代

後半からである。2000 年には、仙北谷氏は

高等教育の改革に熱心であった（故）阿部

学長や先輩とともに複数大学の教職員によ

る勉強会に参加し、他大学や欧米の大学の

事例を研究し、自分の大学を改革するため

の具体的な施策を考える機会に恵まれた。   
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教務からの学生支援 各項目スタート時期 

 

  

  

  

  

  

 2001年 新教務システムカットオーバー、授業に関するデータ蓄積が可能になる

 2002年 共通領域の設置、WEB学生支援システムK-SMAPYカットオーバー、退学データ分析、低成績層への修学相談

 2003年4月 GPA試行、K-SMAPYでの授業支援開始

 2004年4月 K-SMAPYでの出席管理、保護者懇談会で学生の出席状況を報告

 2005年4月 GPA本格導入、副専攻制度導入

 2007年 学生支援GP取得

 2007年 アセスメント受検、キャリアデザイン講座

ここで GPA についても知ることになり、

2003 年度試行、2005 年度より本格導入し

ている。「それまでは履修登録をしても授業

に出ずに不合格になるケースが全体の 3 割

以上にのぼっていました。学生はあまり考

えずに履修登録し、単位をとればそれでい

い、と認識しているようでした。全体とし

ていい成績なのか悪い成績なのかがよくわ

からないのです。そこで、『単位の質を見え

る形に』するために GPA を導入したところ、

いいかげんな履修が GPA を下げると学生

にも理解され、責任ある履修につながって

いきました。」（仙北谷氏） 

り、現在は平均すると卒業までに学生一人

あたり 8単位～10単位ほど活用されていま

す。」（仙北谷氏） 

この「共通領域」をさらに推し進めたの

が 2005 年度入学生より実施された「副専攻

制度」で、現在約 18％の学生が主体的に副

専攻を登録しているという。 

 

システム開発により学生把握が可能に 

～教員、保護者を巻き込む動きへ～ 

並行してシステム面での開発も進めた。

2001 年に教務システムを開発し、学生の履

修データ、成績データなど様々なデータを

リアルタイムで把握することができるよう

になった。「学生の志向性や合格率など、教

員にとっても役立つデータを提供すること

が可能になり、お互いにデータを共有でき

るいい関係になってきましたね。」（仙北谷

氏） 

 

「学びの自由度を上げる」ための共通領域と

副専攻制度 

2002 年度入学生から卒業に必要な単位

を全学的に統一し、教養 36 単位、専門 64
単位とし、残りの 24 単位は他学部他学科の

専門科目も含めて自由に選択できる｢共通

領域｣をつくった。この制度は学生にとても

評判がよく活用されたという。「例えば A
学科所属だが関連領域として B 学科の科目

を学びたいという学生も、C 学科所属だが

本当は D 学科に入学したかったという学生

も少なからずいます。そういった学生がこ

の制度により興味ある科目を履修し、卒業

単位として認められるようになりました。

学生にアンケートをとったところ、『この制

度はとてもいい』という声がたくさん集ま 

また、学生向けには 2002 年度に学内

WEB システム K－SMAPY をカットオー

バーした。WEB 履修登録を皮切りに、2003
年度から授業サポート、2004 年度から出席

データ管理と、学修支援を強化していった。

「教員は授業に誰が出席したかがわかり、

学生は自分がいつどの授業に出席したかが

確認できます。大学に来ないということは、

レポートも出さないし試験も受けないとい

うことになるので、GPA が低く中退の可能

性が高くなります。誰がどんな状況にある
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ないのです。学生の 4 割くらいが親元を離

れて一人暮らしをしており、引きこもり気

味の学生もいます。これにより、親子で話

し合い、時には教職員を巻き込んで、と解

決への動きがとれるようになりました。」

（仙北谷氏） 

のかをリアルタイムに把握できるようにな

ったのです。」（仙北谷氏） 

退学届けは教務課に出すことになってお

り、仙北谷氏も毎日のように学生からの退

学届けを受け取っていた。「全く大学に来て

いない学生も多く、先のことも決まってお

らず、はっきりした理由もなく、なんとな

くやめていくようなのです。こういう日常

の光景がとても気になるようになったのが

2002 年くらいからです。様々なデータと

日々退学していく学生の姿がつながってき

たのだと思います。」（仙北谷氏） 

 

低成績層への修学相談 

修学相談は、2002 年度から始めていたと

いう。当初は成績下位 10％の学生に年度末

に教員との面談を設定し、2005 年度からは

GPA の下位 10％を対象に半期ごとに行っ

ている。「参加率は対象者の約 35％ですが、

引きこもりやうつ病などの学生は真面目な

のでけっこう面談にくるんですね。このよ

うな場がないと実際に学生がどのような状

況なのかわからないのです。当初の教授会

では、『我々は専門家ではないのだから、誰

か他の人がやってくれ』といった意見が多

かったのですが、2007 年度には、『そうい

う学生も多いのだから、我々も初期対応に

ついてある程度勉強したほうがいいので

は』という意見が教員から出され、誰も反

対しませんでした。これからも地道に改善

しながら続けていきます。」（仙北谷氏） 

そこで、退学について調べたところ、年

間で 10000 人の在籍学生のうち 350人くら

いが退学し、学科によっては 4 年間で 15～
20％が退学していることがわかってきた。

そこで、学業成績との相関なども調べて

2003 年以降ことあるごとに報告したとこ

ろ（データ８－２・３は 2007 年度発表分）、

「これは何とかせねば」という共通認識が

生まれてきたという。 

また、個々の学生の授業出席データを

2004 年度から保護者懇談会の場で直接保

護者に知らせたところ、保護者は驚いたと

いう。「親が思うより、学生は授業に出てい 

  

  

 ８－２ 退学者数と退学率の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－３ 1 年次修得単位と卒業の関係
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第 8 章 キャリア教育の実践から見た解決課題 

「大学の授業には意味がある」と感じてもらう

ためのキャリア形成支援へ 

学生が大勢いることが判明した。「目的意識

がなく、中退予備軍となってしまうのでは

ないか」という問題意識がキャリアサポー

ト課にも顕在化し、教務と連携して 2 年生

全員についてデータ８－４のように出席率

と GPA の関係をプロットし、正課教育の範

囲である A 層、新たな支援が必要な B 層、

修学相談の対象となる C 層に分けたところ、

彼らは B 層あたりにいることがわかったの

である。そこで、中退を少しでも食い止め

ることを目的に、これまでの実行項目にア

セスメント受検や目的意識醸成のためのキ

ャリアデザイン講座も加え、「自分史作成」

につなげる企画として学生支援 GP に申請

したところ、採択されたという。 

「大学が提供している正課の授業と、学

生の学びへの気持ちがマッチしていない」

と感じていた仙北谷氏は、学生に「キャリ

ア形成意識」を高めるようなきっかけを与

えたいと考えるようになったと語る。「残念

ながら、学生は大学の授業にそれほど意味

があると思っていないのです。しかし、将

来の自分にとって役立つと実感したときに、

授業への姿勢が変わり、それまでつまらな

かった授業でもおもしろく感じたりすると

思うのです。『学びに意味がある』という意

識を持ってもらうために、そのきっかけを

与えるキャリア支援が必要だと考えるよう

になりました。」（仙北谷氏） 実際に様々な動きをするのに有効な方法

が、「プロジェクト制」で学生支援 GP でも

仙北谷氏が主導して学生課、キャリアサポ

ート課などからメンバーを選出し、部課長

会で承認を得た。國學院大学では部署の壁

を越えたこのようなプロジェクト活動が以 

 2007年4月に就職課がキャリアサポート

課に変わり、2 年生全員にキャリア面談を

呼びかけたところ、応じた 1300 人の中に大

学には結構来ているものの｢やりたいこと

がない｣｢なんとなく大学に来ている｣という 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－４ 出席率と年度ＧＰＡ 
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前から根付いており、プロジェクトをつく

ってメンバーを決め、部課長会で承認され

ると、ルーチンワークに優先しての活動も

可能になる。このようなしくみも改革推進

にあたり重要である。 

 

学生支援 GP の現在までの進捗状況 

まず、2007 年度入学生の 1 年前期 GPA
と出席状況により C 層、B 層各 500 名の計

1000 名を対象として抽出し、2008 年 1 月

に多角的に現在の自分を振り返ることので

きるアセスメントを自宅に郵送した。その

結果 C 層 60 名、B 層 150 名の学生が受検

し、教務課窓口に持ってきたという。「大学

には行かないといけないから来ているもの

の自分の意思があまりない、真面目でおと

なしそうな学生が多かったように感じまし

た。」（仙北谷氏） 

その後アセスメントを受検した 210 名の

学生にメールでキャリアデザイン講座の案

内をし、優先的に履修できるようにしたが、

残念ながらそれに応じたのは 12 名と少数

であった。「その他の履修希望者も合わせて

4 月からキャリアデザイン講座をスタート

させました。参加する学生の反応を参考に

WEB システムを改訂し、『自分史作成』が

できるしくみをつくり、合わせてカリキュ

ラムの見直しなども行っていく予定です。」

（仙北谷氏） 

 

第２節 大学生のキャリア教育へ 

の反応 

 
（１）期待と取り組み度 

大学生の大学での学びへの期待と実際の

取り組みの状況について見てみる。ふたた

びデータ６－１に注目しよう。学生の期待

が高いものとして「専門科目」や「資格取

得」、「アルバイト」がある。学生の多くは、

大学ではこうした学びを通じて自己の形成

に取り組むイメージが形成されているよう

である。したがって、実際の取り組みを行

う行動転移率も高く、動機づけが図られて

いるように見受けられる。 

一方、「キャリア教育」や「インターンシ

ップ」は期待はまださほど高くなく、した

がって取り組み度も低位にとどまっている。

中でも「インターンシップ」の期待度と取

り組み度は、設問の中でいずれも最も低い

ものとなっている。大学生に、こうした学

びの必要性や効果が必ずしも認知されてい

ない上に、仮に関心を抱いたとしても、大

学によって提供される枠が限定され、選抜

制や抽選制であり、より多くの学生にチャ

ンスが与えられているものではないことが

影響しているのかもしれない。また、企業

が実施するインターンシップについても、

年々、門戸が狭くなり、多くの学生が希望

する企業は、自然と選抜が厳しくなってい

るとも考えられる。 

キャリア教育は多くの大学で実施される

ようになったが、課外講座として実施され

たり必修科目でなかったりし、その受講は

学生のモチベーションに依存するところが

大きい。学生にキャリア教育の意義を伝え、

参加への関心を高めるとともに、質の充

実・場（チャンス）の拡大に取り組む必要

がありそうである。 

出口準備教育に対する期待度と取り組み

度の状況を学年の変遷とともに見てみると、

1・2 年生では、期待度は高いが取り組み度 
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第 8 章 キャリア教育の実践から見た解決課題 

  ８－５ 期待度と取り組み度と満足度（学年別） 
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年生で 26 ポイント、4 年生で 28 ポイント

と、他の項目と比較し、依然として取り組

み度が低いことに注意する必要がある。必

ずしも就業の目的などについて、明確にし

ないまま就職活動、就職へと進んでいく学

生が多く存在していると考えられる。 

は低い。取り組み度は、実際に就職活動を

行う 3 年生、4 年生になるに従い高くなっ

ていく。その反面、期待度は低くなってい

く傾向が見られる。 

キャリア教育が出口準備講座と捉えられ、

教育的な要素を備えながら 1・2 年生へと前

倒しされる中、期待は高いが取り組み度が

低く、実際の行動に結びついていかない様

子がうかがえる。出口準備となると、実際

に就職活動が開始される 3 年生以降のこと、

と考えられ、取り組みが後倒しされている、

ということだろうか。キャリア教育として

入学直後から取り組んでいくことの意義や

効果について、改めて学生に啓蒙していく

ことが必要と言えよう。3 年生、4 年生につ

いても、取り組み度が高まるとはいえ、3 

 

（２）キャリア形成に関わる意識と行動 

 

大学生のキャリア形成に関わる意識と行

動について、前回調査（04 年度）と今回の

調査を比較してみる。目標の設定状況につ

いて、「大学での学びの目標がある」や「社

会人になってからの学びの目標」のいずれ

についても肯定率が低下している。 

その一方で自己形成の学びへの志向は高 
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 まっている。「進路セミナー」「適性診断」

への肯定率は高まり、自己の目標を見つけ

るための学びへの関心は高まったと言えよう。 

 

８－６ キャリア形成に関わる意識と行動

／04 年 vs07 年 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部系統
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法経 総合
医歯
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農

04 49.7 46.8 40.8 54.8 68.6 49.0

07 43.9 39.6 35.8 47.4 60.2 42.0

0.88 0.85 0.88 0.86 0.88 0.86

04 40.5 38.4 39.5 42.0 53.7 37.4

07 36.3 32.8 36.6 38.6 45.0 31.3

0.90 0.85 0.93 0.92 0.84 0.84

04 71.3 71.4 68.7 73.9 69.9 71.6

07 67.2 68.0 64.3 70.4 64.6 65.6

0.94 0.95 0.94 0.95 0.92 0.92

04 60.3 54.6 51.9 65.4 85.1 61.3

07 54.7 46.9 45.7 57.7 78.3 55.0

0.91 0.86 0.88 0.88 0.92 0.90

04 81.5 81.4 78.0 84.7 81.6 81.4

07 78.1 77.9 75.7 81.3 76.7 76.9
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07 66.7 64.3 61.9 69.8 73.2 65.8

0.94 0.93 0.94 0.93 0.93 0.92

04 41.6 44.7 41.7 41.6 38.1 38.0

07 46.8 49.6 47.2 48.5 45.1 40.2

1.12 1.11 1.13 1.16 1.18 1.06
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E 就職で求める

 

第３節 キャリア教育への誘導 A
目

 
（１）高校教師が求める大学情報と把握

の状況 

 
高校教師が、生徒の進路指導を行う際、

どのような大学情報を重視し、また実際に

把握できているのだろうか。大学情報の中

で、「入試難易度」や「出題傾向」、「小論文

傾向」といった入試選抜関連情報は、高校

教師に重視されているうえ、実際に把握さ

れている。その対極にあるのが、キャリア

形成・教育方法改善に関わる情報である。

「キャリア教育」や「体験学習」、「就職支

援」、「教育方法改善」という情報は、重視

度も高くないうえに把握度も低位にとどま

っている。こうした情報は、大学の教育改

革、教育の質の保証に対する取り組みを示

す情報であるが、実際には高校教師によっ

て、その情報を取り扱うことの重要性は、

まだまだ広く認識されていないようである。 

キャリア教育に関する情報は、このキャ

リア形成・教育方法改善に関する情報の範

疇に入るが、生徒の進路選択における重要

性について認知されていない状況と捉える

こともできる。 

大学教育の質を測る情報として、世間の

評判や卒業生に対する社会的評価情報があ

げられる。世間の評価には「伝統知名度」、

「学風」などがあげられるが、把握度も重

視度も中位である。その一方、卒業生に対
　 労働条件

給料が高い

労働時間

標

B 自己実現志向

C 自己形成の学び
   志向

D 仕事上での
ｷｬﾘｱ・ｱｯﾌﾟ志向

適性診断
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第 8 章 キャリア教育の実践から見た解決課題 

する社会的評価情報（卒業後の就職実態、

卒業後の実力評価）は、大変重視されてい

るが把握が難しい情報になっているようで

ある。＊先にとりあげたキャリア形成・教

育方法改善に関わる情報への関心とともに

考えると、教育の結果に関わる情報への関

心は高いが、教育のプロセスに関わる情報

への関心はまだ低いと言えよう。 

＊具体的なデータは序章０-２を参照されたい。 
 
（２）大学進学動機の変化 

 

大学生の大学進学動機を見ると、前回調

査（04 年度）と今回の調査を比較すると、

「同調志向」が伸びている。同調志向自体、

学生全体に占める比率は決して高くはない

が、明らかに上昇している。法経系統でそ

の傾向が最も顕著になっている。 

また「功利的学び志向」も多い。「学歴・実

利追求志向」も 04 年では 3 番目に多い進学

理由であったが、今回の調査では上昇し、2
番目に多い志向となった。 

「知的学び志向」、「功利的学び志向」を持

つ学生は、大学に在籍する目的が、大学が

提供する価値、すなわち学びや研究に向っ

ているため、大学の授業に対する満足度も

高くなる傾向が見られる。大学では、高校

までの勉強と異なり、学生自ら求めなけれ

ば得るものも少なくなるため、大学での学

びへの動機づけが図られている大学生の満

足度が高くなることは容易に想像できるこ

とと言えよう。 

一方、自由な時間を得たり、何となく大

学に行っている「モラトリアム」志向の学

生の満足度は総じて低くなっている。授業

のレリバンスの確保に対する満足度も低く

なっている。満足度が低いということより、

学びへのコミットメントも低いことから、

学びを軸に大学での勉強や、生活を評価す

る観点を持ち合わせているのか、注意が必

要なのかもしれない。大学側が大学生の満

足度を高めていくには、学生自身の勉学へ

のモチベーションやレディネスを高めてい

く必要もありそうである。 

 

 
 ８－７ 大学進学動機の変化／04 年 vs07 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学部系統別

04 52.4 56.7 43.4 56.5 44.0 53.6

07 51.0 55.2 44.0 55.3 45.3 49.3

増減率 97 97 101 98 103 92

04 53.8 48.8 38.4 62.6 92.0 49.8

07 56.2 48.5 40.4 63.6 90.2 48.2

増減率 104 99 105 102 98 97

04 44.2 41.8 53.4 39.5 45.7 44.1

07 51.3 50.6 60.3 47.0 48.8 51.5

増減率 116 121 113 119 107 117

04 24.4 26.6 32.5 21.9 9.9 22.4

07 24.5 27.3 31.6 22.9 11.8 24.4

増減率 100 103 97 104 118 109

04 18.2 18.4 23.2 16.9 10.7 17.8

07 21.8 23.3 26.3 20.7 13.9 22.1

増減率 120 126 114 122 129 124

04 11.2 11.3 15.3 9.1 5.0 12.4

07 10.9 11.3 15.1 8.7 5.8 13.0

増減率 97 100 99 96 115 105

04 53.8 56.4 70.9 47.9 25.7 52.6

07 57.2 61.9 73.1 52.3 31.4 59.4

増減率 106 110 103 109 122 113

ベネッセ教育研究開発センター「学生満足度と大学教育の問題点」（05
年刊 04年2-5月実施 n=14,582、07年実施 n=10,779）より作表。数
値は肯定指数＝とてもあてはまる（％）＋まああてはまる（％）×0.5。
□○は全体より±10％以上の格差がついたボックス。増減率の□は平
均増加率105.8％より＋10％以上を示すボックス。

年次
理工農医歯薬総合法経人社外

Ｄ～Ｆ
非学び志向

 D モラトリアム
志向

 E 同調志向

 F 無目的

大学生
全体

 A 知的学び
志向

 B 功利的学び
志向

 C 学歴・実利
追求志向

 
（３）キャリア観／自己実現の志向性 

 

大学生のキャリア観／自己実現の志向性

について、ふたたびデータ５－３に注目し

よう。まず、目標設定の状況について「打

ち込めるものがない」とする学生が 2 割弱
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存在している。 

どのような自己実現の志向性を抱いてい

るかを見ると、「他者や社会に役立ちたい」

とする者が高校生から大学生になる中で、

大きく増加する。「仕事の社会の中での役割

を考える」ことも大学生になると肯定率が

高まっており、社会の中での自己の役割の

果たし方について考えるようになっており、

社会の中での自己を見る傾向は明らかに強

まっている。 

ただ、そこでの選択の方法として「あわ

ない仕事はしたくない」、「納得しない進路

選択はしたくない」、「自分の趣味や自由時

間を大切にした暮らしがしたい」といった

私的価値の追求に対する肯定率も非常に高

くなっており、自分の価値観や適性を大切

にする考え方は強い。他者や社会に役立ち

たい、と願いながらも、あくまで自己の価

値基準や適性に合ったものでありたいと考

える傾向が強い。 

いずれにせよ、社会性の確立は大学生の

うちに大きく伸びるきっかけを得ていると

考えられる。「他者に役立つイメージがもて

ない」という点について、否定率が大きく

伸びる。また、「努力してもたいした事はで

きない」ということへの否定率も高校生か

ら大学生になる中で大きく伸びる。大学生

活において、自己と社会を重ね合わせるこ

とによって自分の成長の可能性に対する期

待を高めているように見受けられる。 

 

（４）教育力向上に向けた取り組みに関

する大学人の評価と学生評価 

 

大学におけるＦＤの取り組みは定着して

きた。大学教育に対する学生の満足度を重

視し、アンケート結果をもとにした授業改

善の取り組みが進められている。こうした

教育力向上に向けた取り組みについて、ど

こまで大学生に伝わり認識されているのか

確認するために、大学側と大学生の評価の

ギャップを見る。 

「専門分野での知識・考え方の習得」や

「興味ある分野の学習」、「幅広い視野と教

養」など、大学の学習内容・領域の改善に

関する取り組みへの評価は、大学、大学生

とも高くなっている。こうした分野は、大

学、大学生とも大学教育の根幹をなすもの

の一つとして、関心が高いものと言えるだ

ろう。そのため、比較的に大学側も教育力

向上に向けた取り組みを熱心に執り行うと

ともに、学生もその取り組みを認知しやす

い状況にあるのではないだろうか。 

一方、「進路相談への対応」や「就職指導

の充実」といった出口指導や、「初年次・進

路指導」や「キャリア教育」、「インターン

シップ」、「適性診断」といった自己形成の

学びに関する取り組みは、大学側の評価は

高いが大学生の評価は相対的に低位にとど

まっている。出口指導、自己形成の学びへ

の取り組みに大学は熱心に取り組んできた

のだろうが、大学生の評価は必ずしも高く

はなっていない。キャリアセンターの整備

など、大学によって進められた取り組みは、

学生にその内容が伝わっていないところが

ありそうである。学生がこれに取り組むこ

との意義や必要性について、充分認識する

に至っていないとも言えるかもしれない。

大学は、これまでになかった組織や機能を

整備した満足感からか取り組みを評価して

いるが、効果が実感されていない。自己形

成に向けた支援、出口指導とも、量の整備
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第 8 章 キャリア教育の実践から見た解決課題 

から質の整備に目を向けなおし、学生の満

足度を高めていく必要がありそうである。 
第４節 企業が求める社会人基礎

力の要求度と充足度 
さらに取り組みが進んできたものとして

授業改善（ＦＤ）がある。しかし、これに

ついては、大学側、大学生ともに肯定率が

低位にとどまった。特に「リメディアル教

育の工夫」については、学生の肯定率は最

も低くなった。授業改善は、今後大いに力

を入れるべき内容がありそうである。学生

目線を重視し、まず大学自身の肯定率を高

めていく必要がありそうである。 

 

（１）企業が考える社会人基礎力の要求

度と充足度 

 

企業が社会人に求める素養として社会人

基礎力をとりまとめた。これまで様々な側

面から、企業が大学卒業者を採用するにあ

たり、大学の教育への期待、要求を示して

きた。なかなか何が求められているのか伝

わりにくかった中で、社会人基礎力は素養 
＊ 具体的なデータは「Between」08 年春号に掲載

されているので参照されたい。 
  
 ８－８ 企業が求める社会人基礎力／求度と充足度 

 
大企業 中小企業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 主体性

2 働きかけ

3 実行力

4 課題発見力

5 計画力

6 創造力

7 発信力

8 傾聴力

9 柔軟性

10 状況把握力

11 規律性

12 ストレス対応力

1 主体性

2 働きかけ

3 実行力

4 課題発見

5 計画力

6 創造力

7 発信力

8 傾聴力

9 柔軟性

10 状況把握力

11 規律性

12 ストレス対応力

回帰曲線

40

50

60

70

80

90

100

30 40 50 60 70 80 90

充足度

Ⅱ 要求度は低いが充足度は高い
（予期せぬ満足）

Ⅰ 要求度も充足度も共に高い
（期待どおり）

　　　　経済産業省「社会人基礎力に関する緊急調査」（06年４月）により作図。

／現状分析に基づいて
解決課題を設定する

／既存の知見にとら
われず解法を考える

／物事に進んで取り組む

／目標を定め 行動に移す

Ⅲ 要求度も充足度も
共に低い

Ⅳ 要求度は高いが充足度が低い
（不満が強い）

要求度
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を体系的に定義し、大学と企業との間で大

学卒業者に求める条件に関する対話を進め

るものとして期待される。 

大企業ほど、主体性、課題発見力、創造力

に対する不満は強いものがある。 

一方、「規律性」や「傾聴力」、「ストレス

対応力」は、企業の要求度以上に充足され

ていると捉えられているようである。 

「主体性」は学生に対し企業からの要求

度は大変高いが、充足度は最も低い項目の

一つとなっており、不満が強くなっている

と予想される。また、「課題発見力」（現状

分析に基づいて課題解決を設定する）や「創

造力」（既存の知見にとらわれず解法を考え

る）の要求度は高いが充足度は低い。特に、 

力の充足は大学生が従前より備えている

素養に基づくものもあるだろうが、学生が

意識的に力の獲得に取り組んだ結果と捉え

ることもできよう。その場合、大学生が企

業が求める力について誤解しているならば 

  

  

  
８－９ 能力 seeds の関係／大学生 vs 社会人 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  　　　　大学人の要求レベルは2004年7月調べ（ｎ＝942）、社会人は「ステークホルダー調査」（05年6～7月実施）による。
　　　　詳細は「学生満足度と大学教育の問題点」（05年刊）
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思考力 表現力 学びに向かう力

A 大学人要求度
　　（入学時）

B 業務遂行上での
　 必要度/社会人

C 大学生の
習得肯定度

D 卒業時の
習得肯定度

B 業務遂行上での必要度

C 大学生の習得肯定度

格差は小さい

Ⅰ・Ⅱ…自我の確立度が高い
　　　　　学生の肯定度が高い

大学で
大きく伸びる

大学での
伸びは小さい

社会人の必要度との
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表現力の
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必要度との
乖離は大きい
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問題がある。また、力を習得したいと思っ

ても、そのチャンスに恵まれていないとし

たら、これもまた問題である。 

「言語」、「論理」、「創造」も、業務上必

要とされるレベルと大学生の習得肯定度と

の間のギャップが著しく大きなものとなっ

ている。  

（２）大学人の要求と企業の要求の  

ギャップ 第５節 大学でのキャリア教育の 
 課題 
社会人基礎力について、大学と企業が求

めるものにギャップが存在しそうである。 
 
キャリアセンターの設置が定着し、大学

でキャリア教育を行うことの萌芽期は過ぎ

ようとしているようである。この間、就職

指導は入学直後から開始されるようプログ

ラムが前倒しされ、入学から卒業まで体系

的に継続的に取り組まれる動きが見られる

ようになってきた。キャリアデザインに関

するガイダンスが行われた後、自己分析、

適性診断、基礎学力に関する補習など、各

種プログラムがキャリアセンターを中心に

実施されるようになっている。これまでに

も見てきたように、それは次第に教学との

連携が志向されるようにもなっている。 

このギャップは大学で社会人基礎力の習得

やトレーニングに取り組む際の限界として

顕在化し、大学生の習得肯定度にも影響を

与えそうである。大学生の肯定度が高まら

ないと、大学での学びへの満足度も高まら

ないばかりか、その必要性についても理解

が深まらないと懸念される。 

大学人が求める社会人基礎力の水準は、

企業のそれと比較すると総じて低くなる傾

向が見てとれる。中でも、「判断力」や「謙

虚」のギャップは大きい。「知識」や「持続」

に対するギャップは小さい。 

では、大学生の習得に対する肯定度はど

うか。卒業にかけて社会人基礎力を習得し

ていっているという感覚はあるようである。

但し、「協調」や「謙虚」は、卒業時の肯定

度が低下している。大学生活を通じて、学

び方として協調性や謙虚さを発揮し、トレ

ーニングする場面が少なかったと捉えてい

るのだろうか。 

慢性的な人材不足が懸念される中、学生

の就職環境は好転しているが、採用時に人

材の質を重視する企業の姿勢は変わらず、

定着してきたキャリア教育（出口支援）は

さらに充実していくものと期待される。 

 取り組みは拡大したが、今回の「学生満

足度調査」では、必ずしもキャリア教育に

対する認知や、プログラムに対する満足度

の向上が実現していない状況も確認できた。

企業が学生に期待する社会人基礎力につい

ても、そもそも大学人が期待するレベルと

企業が期待するレベルの間にギャップが残

されており、学生が学びの効果を実感でき

る、社会で役立つと感じるキャリア教育が

展開できるのかと懸念される事態も見られ

また「判断力」は、卒業時の習得肯定度

は、大学人（入学時）の要求度を上回り、

大学では習得されていると捉えられている

ようであるが、社会人が求めるそれはさら

に高いレベルにあり、大学での学びの成果

と社会の期待の間にギャップが残されてい

ることに注意が必要である。 
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た。課題発見力への要請は高いが、まだそ

の水準は満たされていない。一方、傾聴力

や協調性などは必ずしも重視されないが、

学生による充足感は高いものがあった。企

業と学生の間に、企業活動で求められる素

養のミスマッチが生じないか心配になる。

そうなると、いくらキャリア教育を実施し

ても、高い効果を得る実感が高まらない。

大学は、企業や社会が求める教育ニーズに

耳を傾け、プログラムの改善に向けて継続

的に取り組む必要がある。 

キャリア教育に対する大学の取り組みが、

大学生に十分に認知されていない状況も気

にかかる。プログラムの充実に合わせるよ

うに満足度は高まっているが、まだ他の項

目（専門教育など）と比較すると低位にと

どまっていた。高校の教師は、学生の進路

選択に大きな影響を与えるが、大学を評価

する時、キャリア教育やＦＤの取り組みな

どに対する関心が低かったことも影響して

いると考えられる。キャリア教育の意義に

ついて学生への啓蒙を続けるとともに、効

果が実感されるようさらなるプログラムの

改革は欠かせない。 

その点学生の個々の目的や学習状況を踏

まえながら、入学から卒業まで支援しよう

とする取り組み（エンロールメント・マネ

ジメント）は、キャリア教育の充実に向け

た一つの方向になるかもしれない。出口支

援だけが大学教育を補完する形で、独立し

て存在するのではなく、専門教育をはじめ

とする大学教育そのものの意義についても、

学生に問いかけるきっかけになるだろう。 

多くの大学でキャリア教育を実施する器

はできようとしている。これからは量の整

備から質が問われる段階へ入っていくと予

想される。何をやるか、から、どのような

成果をあげることができるのかが注目され

るようになる。これに応えるプログラムを

開発し続けることが、学生満足度の向上に

貢献することになるだろう。 


